
大分県国民健康保険運営方針　新旧対照表（素案）　　 (抜粋） ［資料６］

新 旧

第２章　市町村国保の現状と課題 第２章　市町村国保の現状と課題
１　被保険者数、世帯及び所得 １　被保険者数及び世帯
　⑴　被保険者数の見込み 　⑴　被保険者数の見込み
　　　令和３年度の本県の市町村国保の被保険者総数は約２４万人で
　　あり、平成２９年度と比べ約３万人の減少となっています。年齢
　　階級別被保険者数は、０～６歳が約５千人、７～６４歳が約１０
　　万９千人、６５～７４歳（前期高齢者）が１２万２千人であり、
　　平成２９年度と比べ、すべての年齢階級において被保険者数が減
　　少しています。

　　　平成２７年度の本県の市町村国保の被保険者総数は約２９万人
　　であり、平成２３年度と比べ約２万５千人の減少となっています。
　　年齢階級別被保険者数は、０～６歳が約８千人、７～６４歳が約
　　１５万７千人、６５～７４歳（前期高齢者）が１２万５千人であ
　　り、平成２３年度と比べ、６５～７４歳のみ増加しています。

　　　県人口における国保加入率は、約２１％であり、県民の５人に
　　１人が市町村国保に加入しています。

　　　県人口における国保加入率は、約２５％であり、県民の４人に
　　１人が国保に加入しています。

【図１　年齢別被保険者数の推移】 【図１　年齢別被保険者数の推移】

年齢別被保険者数の推移
R3 全国

構成比 構成比 構成比 構成比 構成比 （構成比） 差引 増減率 差引 増減率
総数① 265,889 100.00% 255,710 100.00% 246,407 100.00% 240,202 100.00% 235,779 100.00% 100.00% △ 30,110 △ 0.11 △ 4,423 △ 0.02
0～6歳 6,447 2.42% 5,927 2.32% 5,452 2.21% 5,003 2.08% 4,638 1.97% 2.23% △ 1,809 △ 0.28 △ 365 △ 0.07
7～64歳 135,082 50.80% 126,314 49.40% 119,438 48.47% 113,890 47.41% 109,312 46.36% 52.55% △ 25,770 △ 0.19 △ 4,578 △ 0.04
65～74歳 124,360 46.77% 123,469 48.28% 121,517 49.32% 121,309 50.50% 121,829 51.67% 45.22% △ 2,531 △ 0.02 520 0.00

県推計人口② 1,151,853 － 1,142,943 － 1,134,431 － 1,123,852 － 1,113,749 － － △ 38,104 △ 0.03 △ 10,103 △ 0.01
国保加入率①/② 23.08 － 22.37 － 21.72 － 21.37 － 21.17 － － － － － －

出典：厚生労働省　国民健康保険事業年報
         １．被保険者数は年度平均の数字
         ２．県推計人口は国勢調査及び大分県毎月流動人口調査（１０月１日現在）
         ３．全国（構成比）は厚生労働省「国民健康保険事業年報」

区分
R3対R2R3対H29

H29 H30 R1 R2 R3
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新 旧

　⑵　被保険者世帯数の状況 　⑵　被保険者世帯数の状況
　　　令和３年度の被保険者世帯数は約１５万６千世帯であり、平成
　　２９年度と比べ約１万２千世帯の減少となっています。

　　　平成２７年度の被保険者世帯数は約１７万８千世帯であり、平
　　成２３年度と比べ約７千世帯の減少となっています。

　　　世帯における国保加入率は、約３１％であり、県全体の約３分
　　の１にあたる世帯が国保に加入しています。

　　　世帯における国保加入率は、約３７％であり、県全体の約３分
　　の１にあたる世帯が国保に加入しています。

【図２　世帯数の推移】 【図２　世帯数の推移】

世帯数の推移 （単位：世帯、％）

H23 H24 H25 H26 H27
差　引 増減率 差　引 増減率

総数① 185,190 183,427 182,199 180,508 177,775 △ 7,415 △ 4.00 △ 2,733 △ 1.51
県推計世帯数② 484,952 486,713 490,888 495,644 486,535 1,583 0.33 △ 9,109 △ 1.84
国保加入率①/② 38.19 37.69 37.12 36.42 36.54 － － － －
出典：厚生労働省　国民健康保険事業年報

１．世帯数は年度平均の数字
２．県推計世帯数は、国勢調査及び大分県毎月流動人口調査（１０月１日現在）

区分
H27対H23 H27対H26

世帯数の推移

差引 増減率 差引 増減率
総数① 167,952 163,538 159,649 157,186 155,510 △12,442 △7.0％ △1,676 △1.0％

県推計世帯数② 491,384 493,343 495,605 489,249 497,461 6,077 1.0％ 8,212 2.0%
国保加入率①/② 34.18 33.15 32.21 32.13 31.26 － － － －

出典：厚生労働省　国民健康保険事業年報
　　　　１．世帯数は年度平均の数字
　　　　２．県推計世帯数は国勢調査及び大分県毎月流動人口調査（１０月１日現在）

R3対H29 R3対R2
区分 H29 H30 R1 R2 R3
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２　医療費 ２　医療費
　⑴　医療費の状況（入院、入院外等） 　⑴　医療費の状況（入院、入院外等）
　　　令和３年度の医療費は約１，１１７億円であり、平成２９年度
　　と比べ約３６億円の減少となっています。主な内訳を見ると、入
　　院が約４７９億円で４３％、入院外が約３５４億円で３２％、歯
　　科が約５６億円で５％、調剤が約１８３億円で１６％となってい
　　ます。

　　　平成２７年度の医療費は約１，２２１億円と年々増加傾向にあ
　　り、平成２３年度と比べ約５６億円の増加となっています。主な
　　内訳を見ると、入院が約５１１億円で４２％、入院外が約３８３
　　億円で３１％、歯科が約６２億円で５％、調剤が約２１７億円で
　　１８％となっています。

【図５　医療費（療養諸費）の推移】 【図４　医療費（療養諸費）の推移】

医療費（療養諸費）の推移 （単位：百万円、％）

構成比 構成比 構成比 構成比 構成比 差　引 増減率 差　引 増減率
115,338 100.00 112,364 100.00 111,869 100.00 108,186 100.00 111,711 100.00 △ 3,627 △ 3.14 3,525 3.26

診療費①（ア+イ+ウ） 91,767 79.56 89,933 80.04 89,196 79.73 86,076 79.56 88,917 79.60 △ 2,850 △ 3.11 2,841 3.30
入院　ア 49,095 42.57 48,365 43.04 48,017 42.92 47,019 43.46 47,919 42.90 △ 1,176 △ 2.40 900 1.91
入院外　イ 36,849 31.95 35,847 31.90 35,572 31.80 33,672 31.12 35,405 31.69 △ 1,444 △ 3.92 1,733 5.15
歯科　ウ 5,823 5.05 5,721 5.09 5,607 5.01 5,385 4.98 5,593 5.01 △ 230 △ 3.95 208 3.86

19,018 16.49 17,970 15.99 18,174 16.25 17,707 16.37 18,324 16.40 △ 694 △ 3.65 617 3.48
3,057 2.65 2,965 2.64 2,871 2.57 2,789 2.58 2,739 2.45 △ 318 △ 10.40 △ 50 △ 1.79

599 0.52 652 0.58 809 0.72 896 0.83 1,019 0.91 420 70.12 123 13.73
114,441 99.22 111,520 99.25 111,050 99.27 107,468 99.34 110,999 99.36 △ 3,442 △ 3.01 3,531 3.29

897 0.78 844 0.75 819 0.73 718 0.66 712 0.64 △ 185 △ 20.62 △ 6 △ 0.84
0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 - 0 -

出典：厚生労働省　国民健康保険事業年報

H30 R1 R2 R3

食事療養・生活療養③

区分

合計　Ａ＋Ｂ＋Ｃ

調剤②

療養の給付等Ａ＝①+②+③+④

訪問看護④

療養費　Ｂ
移送費　Ｃ

R3対R2R3対H29
H29
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新 旧

　⑵　一人当たり医療費の状況 　⑵　一人当たり医療費の状況
　　　令和３年度の一人当たり医療費は約４７万４千円と年々増加傾
　　向にあり、平成２９年度と比べ約４万円の増加となっています。
　　全国平均よりも高い状況にあり、その差は約７万９千円となって
　　います。

　　　平成２７年度の一人当たり医療費は約４２万１千円と年々増加
　　傾向にあり、平成２３年度と比べ約５万１千円の増加となってい
　　ます。全国平均よりも高い状況にあり、その差は約７万１千円と
　　なっています。

【図６　一人当たり医療費の推移】 【図５　一人当たり医療費の推移】

一人当たり医療費の推移 （単位：円、位）

差引 増減率 差引 増減率
大分県① 433,784 439,418 454,003 450,397 473,793 40,009 0.09 23396 0.05

全国平均② 362,159 367,989 378,939 370,881 394,729 32,570 0.09 23848 0.06
差①-② 71,625 71,429 75,064 79,516 79,064 7,439 0.1 △ 452 △ 0.01
全国順位 5 6 6 5 5 - - - -

出典：厚生労働省　国民健康保険事業年報
　　　  一人当たり医療費＝（診療費+調剤+食事療養・生活療養+本問看護+療養費+移送費）÷被保険者数（年度平均）

H29区分
R3対R2R3対H29

R3R2R1H30
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新 旧

　⑶　年齢階級別一人当たり医療費の状況 　⑶　年齢階級別一人当たり医療費の状況
　　　令和３年度の年齢階級別一人当たり医療費は、７０～７４歳が
　　約６０万９千円と最も高く、次いで６５～６９歳の約４８万８千
　　円、６０～６４歳の約４８万２千円の順となっており、０～１４
　　歳を除いては年齢が高くなるに従って、一人当たり医療費が高く
　　なっています。

　　　平成２７年度の年齢階級別一人当たり医療費は、７０～７４歳
　　が約６２万６千円と最も高く、次いで６５～６９歳の約５０万９
　　千円、６０～６４歳の約４９万１千円の順となっており、０～１
　　４歳を除いては年齢が高くなるに従って、一人当たり医療費が高
　　くなっています。

【図７　年齢階級別一人当たり医療費(令和３年度)】 【図６　年齢階級別一人当たり医療費(平成２７年度)】

年齢階層別一人あたり医療費の推移
H24 H25 H26 H27

差　引 増減率 差　引 増減率
合計 368,570 378,306 392,065 412,442 43,872 11.90 20,377 5.20

0～4歳 225,292 221,608 229,949 242,237 16,945 7.52 12,288 5.34
5～9歳 98,332 101,581 100,638 108,378 10,046 10.22 7,740 7.69

10～14歳 80,226 82,000 77,402 81,780 1,554 1.94 4,378 5.66
15～19歳 70,665 74,855 77,526 75,833 5,168 7.31 △ 1,693 △ 2.18
20～24歳 87,701 90,064 88,516 84,574 △ 3,127 △ 3.57 △ 3,942 △ 4.45
25～29歳 131,784 136,613 145,931 146,239 14,455 10.97 308 0.21
30～34歳 167,865 173,857 183,988 175,779 7,914 4.71 △ 8,209 △ 4.46
35～39歳 196,994 197,004 211,800 220,327 23,333 11.84 8,527 4.03
40～44歳 242,271 246,493 264,639 255,917 13,646 5.63 △ 8,722 △ 3.30
45～49歳 299,370 313,145 330,427 343,630 44,260 14.78 13,203 4.00
50～54歳 341,972 373,598 373,695 392,563 50,591 14.79 18,868 5.05
55～59歳 407,809 406,336 412,611 436,456 28,647 7.02 23,845 5.78
60～64歳 460,440 469,653 475,349 491,219 30,779 6.68 15,870 3.34
65～69歳 479,302 485,481 494,906 508,602 29,300 6.11 13,696 2.77
70～74歳 563,960 571,055 583,825 625,663 61,703 10.94 41,838 7.17

出典：大分県国保連合会　年齢階層別医療費状況
　　　データ時点が異なるため、２（２）とは一致しない

区分
H27対H26H27対H24

年齢階層別一人当たり医療費の推移

差　引 増減率 差　引 増減率

合計 386,227 396,011 400,350 413,796 404,076 420,473 34,246 0.09 16,397 0.04

0～4歳 190,031 190,771 205,941 210,997 156,761 212,039 22,008 0.12 55,278 0.35

5～9歳 99,218 107,600 105,784 112,017 99,877 95,771 △ 3,447 △ 0.03 △ 4,106 △ 0.04

10～14歳 83,144 78,951 82,136 87,862 83,485 86,833 3,689 0.04 3,348 0.04

15～19歳 74,215 69,908 74,789 76,004 76,236 85,043 10,828 0.15 8,807 0.12

20～24歳 76,072 76,676 74,932 71,150 79,198 100,519 24,447 0.32 21,321 0.27

25～29歳 131,756 129,909 132,957 128,136 125,229 132,773 1,017 0.01 7,544 0.06

30～34歳 163,279 172,867 175,273 171,757 170,664 172,596 9,317 0.06 1,932 0.01

35～39歳 195,243 203,737 211,834 211,990 203,170 209,589 14,346 0.07 6,419 0.03

40～44歳 250,261 248,244 252,059 265,394 243,033 248,518 △ 1,743 △ 0.01 5,485 0.02

45～49歳 312,864 307,712 297,539 325,470 317,991 322,090 9,226 0.03 4,099 0.01

50～54歳 372,568 381,597 391,248 398,971 383,046 375,342 2,774 0.01 △ 7,704 △ 0.02

55～59歳 400,159 429,950 425,727 442,508 438,913 447,872 47,713 0.12 8,959 0.02

60～64歳 426,562 439,010 443,777 461,886 458,193 481,626 55,064 0.13 23,433 0.05

65～69歳 477,644 485,524 483,190 492,464 481,505 488,116 10,472 0.02 6,611 0.01

70～74歳 621,355 615,814 607,169 616,526 589,961 609,150 △ 12,205 △ 0.02 19,189 0.03

出典：国保データベースシステム

　　　  データ時点が異なるため、２（２）とは一致しない

区分
R3対H28 R3対R2

R2R1H29H28 R3H30
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３　保険税 ４　保険税
　⑴　収納状況 　⑴　収納状況
　　　令和３年度の保険税収納額は約２０５億円となっており、平成
　　２８年度以降減少傾向にあります。医療給付費分は約１４９億円、
　　後期高齢者支援分は約４２億円、介護納付金分は約１４億円とな
　　っており、いずれも減少傾向にあります。

　　　平成２７年度の保険税収納額は約２４４億円となっており、平
　　成２４年度以降減少傾向にあります。医療給付費分は約１７７億
　　円、後期高齢者支援分は約４９億円、介護納付金分は約１９億円
　　となっており、いずれも減少傾向にあります。

【図15　保険税収納額の推移】 【図15　保険税収納額の推移】

保険税収納額の推移 (単位：百万円）

差　引 増減率 差　引 増減率

合計 24,148 23,131 22,403 21,575 21,116 20,503 △ 3,645 △ 15.09 △ 613 △ 2.84

医療給付費分 17,472 16,774 16,301 15,740 15,417 14,877 △ 2,595 △ 14.85 △ 540 △ 3.43

後期高齢者支援分 4,878 4,695 4,536 4,355 4,264 4,233 △ 645 △ 13.22 △ 31 △ 0.71

介護納付金分 1,798 1,662 1,566 1,480 1,435 1,393 △ 405 △ 22.53 △ 42 △ 2.84

出典:厚生労働省　国民健康保険事業年報

　　　　　　　　　　　　１．一般被保険者分と退職被保険者分の合計

　　　　　　　　　　　　２．現年度分と過年度分の合計

区分
R3対H28 R3対R2

R3R2R1H30H29H28

6



大分県国民健康保険運営方針　新旧対照表（素案）　　 (抜粋） ［資料６］

新 旧

　⑵　一人当たり調定額の状況 　⑵　一人当たり調定額の状況
　　　令和３年度の一人当たり調定額（現年度分）は約８万７千円と
　　となっており、令和元年度以降減少傾向にあります。

　　　平成２７年度の一人当たり調定額（現年度分）は約８万５千円
　　となっており、２５年度以降減少傾向にあります。

【図16　保険税一人当たり調定額の推移】 【図16　保険税一人当たり調定額の推移】

保険税一人当たり調定額の推移 (単位：円）

差　引 増減率 差　引 増減率

大分県 86,301 86,842 87,341 87,835 87,616 86,795 494 0.57 △ 821 △ 0.93

出典：厚生労働省　国民健康保険事業年報

　　　　１．一般被保険者分と退職被保険者分の合計

　　　　２．現年度分

区分
R3対H28 R3対R2

H28 H29 H30 R1 R2 R3
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新 旧

　⑶　収納率の状況 　⑶　収納率の状況
　　　令和３年度の収納率（現年度分）は９５．９７％と年々増加傾
　　向にあり、平成２８年度と比べ１．７９ポイントの増加となって
　　います。全国平均よりも高い状況にあり、その差は１．７３ポイ
　　ントとなっています。

　　　平成２７年度の収納率（現年度分）は９３．５７％と年々増加
　　傾向にあり、平成２３年度と比べ２．３７ポイントの増加となっ
　　ています。全国平均よりも高い状況にあり、その差は２．１２ポ
　　イントとなっています。

【図17　保険税収納率の推移】 【図17　保険税収納率の推移】

保険税収納率の推移 (単位：円、位）

差　引 増減率 差　引 増減率

大分県① 94.18 94.43 94.78 94.82 95.58 95.97 1.79 1.90 0.39 0.41

全国平均② 91.92 92.45 92.85 92.92 93.69 94.24 2.32 2.53 0.55 0.58

差①－② 2.26 1.98 1.93 1.90 1.88 1.73 △ 0.53 △ 23.58 △ 0.15 △ 8.87

全国順位 7 13 12 14 11 7 － － － －

出典：厚生労働省　国民健康保険事業年報

　　　　１．一般被保険者分と退職被保険者分の合計

　　　　２．現年度分

区分
R3対H28 R3対R2

H28 H29 H30 R1 R2 R3
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大分県国民健康保険運営方針　新旧対照表（素案）　　 (抜粋） ［資料６］

新 旧

　⑷　滞納世帯数の状況 　⑷　滞納世帯数の状況
　　　令和３年度の滞納世帯数は約１万２千世帯、滞納世帯率は約８
　　％となっています。いずれも減少傾向にあります。

　　　平成２７年度の滞納世帯数は約２万４千世帯、滞納世帯率は約
　　１４％となっています。いずれも減少傾向にあります。

【図18　保険税滞納世帯数の推移】 【図18　保険税滞納世帯数の推移】

保険税滞納世帯数の推移 (単位：世帯、％）

差　引 増減率 差　引 増減率
滞納世帯数 20,491 17,569 17,736 14,394 12,387 △ 8,104 △ 39.55 △ 2,007 △ 13.94

滞納世帯率 12.37 10.88 11.21 9.13 8.00 △ 4.37 △ 35.33 △ 1.13 △ 12.38

出典：厚生労働省　国民健康保険予算関係資料

　　　　１．滞納世帯数は各年度６月１日現在

区分
R3対H29 R3対R2

H29 R30 R1 R2 R3
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大分県国民健康保険運営方針　新旧対照表（素案）　　 (抜粋） ［資料６］

新 旧

４　保健事業 ５　保健事業
　⑴　特定健康診査実施の状況 　⑴　特定健康診査実施の状況
　　　令和３年度の特定健康診査実施率は３７．７％となっており、
　　新型コロナウイルス感染症流行の影響で令和元年度から減少傾向
　　にありましたが、令和３年度は上昇に転じています。全国平均よ
　　りも高い状況で推移しています。

　　　平成２７年度の特定健康診査実施率は４１．２％と２５年度以
　　降増加傾向にあり、２３年度と比べ２．４ポイントの増加となっ
　　ています。全国平均よりも高い状況で推移しています。

【図19　特定健康診査実施率の推移】 【図19　特定健康診査実施率の推移】

特定健康診査実施率の推移 （単位：％、位）

H29 H30 R1 R2 R3

差　引 増減率 差　引 増減率

大分県 41.8 42.4 40.5 35.4 37.7 △ 4.1 △ 9.81 2.3 6.50

全国平均 37.2 37.9 38.0 33.7 36.4 △ 0.8 △ 2.15 2.7 8.01

全国順位 14 15 20 21 23 － － － －

出典：国保中央会　市町村国保特定健康診査・特定保健指導実施状況概況報告書

１．　全国順位は高い順

区分
R3対H29 R3対R2
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大分県国民健康保険運営方針　新旧対照表（素案）　　 (抜粋） ［資料６］

新 旧

　⑵　特定保健指導実施の状況 　⑵　特定保健指導実施の状況
　　　令和３年度の特定保健指導実施率は４７．３％となっており、
　　平成２９年度と比べ６．７ポイントの増加となっています。新型
　　コロナウイルス感染症流行の影響で令和元年度からはほぼ横ばい
　　傾向にあります。全国平均よりも高い状況で推移しています。

　　　平成２７年度の特定保健指導実施率は３７．６％と年々増加傾
　　向にあり、２３年度と比べ８．５ポイントの増加となっています。
　　全国平均よりも高い状況で推移しています。

【図20　特定保健指導実施率の推移】 【図20　特定保健指導実施率の推移】

特定保健指導実施率の推移 (単位：％、位）

H29 H30 R1 R2 R3

差　引 増減率 差　引 増減率

大分県 40.6 44.8 47.7 47.6 47.3 6.7 16.5 △ 0.3 △0.63

全国平均 26.9 28.9 29.3 27.9 27.9 1.0 37.2 0.0 0.00

全国順位 13 13 10 8 9 － － － －

出典：国保中央会　市町村国保特定健康診査・特定保健指導実施状況概況報告書

１．　全国順位は高い順

区分
R3対H29 R3対R2
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大分県国民健康保険運営方針　新旧対照表（素案）　　 (抜粋） ［資料６］

新 旧

５　財政状況 ６　財政状況
　⑴　財政状況 　⑴　財政状況
　　　令和３年度の市町村国保特別会計の単年度収入は約１，３３２
　　億円、単年度支出は約１，３０２億円であり、単年度収支は約３
　　１億円の黒字となっており、これに基金繰入金や繰越金、基金積
　　立金等を考慮した収支差引合計額では、約６２億円の黒字となっ
　　ています。

　　　平成２７年度の市町村国保特別会計の単年度収入は約１，６４
　　９億円、単年度支出は約１，６５５億円であり、単年度収支は約
　　５．４億円の赤字となっていますが、これに基金繰入金や繰越金、
　　基金積立金等を考慮した収支差引合計額では、約１０億円の黒字
　　となっています。

　　　また、国庫支出金精算後の収支差引合計額（実質収支）は、約
　　５３億円の黒字となっています。赤字は１町となっています。

　　　また、国庫支出金精算後の収支差引合計額（実質収支）は、約
　　１４億円の黒字となっています。赤字は３市町となっています。

【図21　市町村国保財政状況の推移】 【図21　市町村国保財政状況の推移】
市町村国保財政状況 (単位：百万円、市町村数、％）

差　引 増減率
 単年度収入（経常収入） ① 160,025 134,433 133,643 130,006 133,224 3,217 2.47
 　（内　一般会計法定繰入金） 10,812 10,930 10,884 10,602 10,602 △ 0 0.00
 　（内　　〃　　法定外繰入金） 483 264 246 212 248 35 16.60
 基金繰入金 ② 199 118 645 141 29 △ 112 △ 79.19
 繰越金 ③ 3,214 6,184 4,738 4,201 3,915 △ 286 △ 6.80

収入総額
④

(①+②+③)
163,438 140,735 139,026 134,348 137,168 2,820 2.10

 単年度支出（経常支出） ⑤ 155,600 134,131 134,557 129,338 130,163 825 0.64
 基金積立金 ⑥ 1,348 1,849 243 634 797 163 25.71
 前年度繰上充用額 ⑦ 0 0 0 0 0 0 －
 公債費 ⑧ 0 0 0 0 23 23 39,357.61

支出総額
⑨

(⑤+⑥+⑦+⑧)
156,947 135,980 134,800 129,972 130,983 1,011 0.78

Ａ
(①-⑤)

4,425 302 △ 914 668 3,061 2,393 －

0 △ 366 △ 1,089 △ 119 △ 1 118 －
0 5 12 5 1 △ 4 △ 80.00

Ｂ
(④-⑨)

6,490 4,755 4,226 4,376 6,185 1,809 41.34

Ｘ 0 0 0 0 0 0 0.00
Ｙ

（Ｂ＋Ｘ）
6,490 4,755 4,226 4,376 6,185 1,809 41.34

6,184 4,731 4,183 3,915 6,177 2,262 57.77
306 24 42 561 8 △ 553 △ 98.57

Ｃ △ 977 893 △ 404 401 △ 846 △ 1,247 －
※　国庫支出金精算額　：　当年度国庫支出金に係る翌年度精算見込額から、前年度国庫支出金に係る当年度精算額を控除したもの。

単年度収支差引額
Ｄ

(Ａ+Ｃ)
3,448 1,195 △ 1,317 1,069 2,215 1,146 －

収支差引合計額
（実質収支）

Ｅ
(Ｂ+Ｃ)

5,513 5,648 3,822 4,777 5,339 562 11.77

0 5 12 5 1 △ 4 △ 80.00

0 0 0 0 0 0 －

4,615 6,370 6,011 7,065 7,841 776 10.98
出典：大分県国保医療課　国民健康保険関係資料

赤字市町村数

区分 H29 H30 R1
R3対R2

収
　
　
入

支
　
　
出

単年度収支差引額
（経常収入－経常支出）

赤字市町村の累計額

R2 R3

収　支　差　引　合　計　額
（収入総額－支出総額）

翌年度繰上充用額
収　　支　　差　　引　　額

（国保会計剰余額）

剰余額　処分
　　・翌 年 度 繰 越 金
　　・当 年 度 基 金 等 積 立 金

国庫支出金精算額

国
庫
支
出

金
精
算
後

赤字市町村数

その他　基金増加額

基　金　残　等　高
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大分県国民健康保険運営方針　新旧対照表（素案）　　 (抜粋） ［資料６］

新 旧

６　市町村格差 ７　市町村格差
　⑴　市町村の一人当たり医療費の状況 　⑴　市町村の一人当たり医療費の状況
　　　令和３年度の市町村の一人当たり医療費の最大値は約５４万２
　　千円、最小値は約４５万５千円となっており平成２９年度に比べ
　　増加傾向にあります。最大値と最小値の差は約８万７千円となっ
　　ており、その差は令和元年度以降年々縮小しています。

　　　平成２７年度の市町村の一人当たり医療費の最大値は約４７万
　　９千円と２６年度に比べ減少に転じています。一方、最小値は約
　　３８万５千円となっており増加傾向にあります。最大値と最小値
　　の差は約９万４千円となっており、その差は年々縮小しています。

【図23　一人当たり医療費の市町村格差の推移】 【図23　一人当たり医療費の市町村格差の推移】

一人当たり医療費の市町村格差の推移 （単位：円、％）

差　引 増減率 差　引 増減率
最大値① 483,012 494,525 529,468 521,426 542,531 59,519 12.32 21,105 4.05

最小値② 396,682 412,116 429,468 423,650 455,388 58,706 14.80 31,738 7.49

差①－② 86,330 82,409 100,000 97,776 87,142 812 0.94 △ 10,633 △ 10.88

格差①/② 1.22 1.20 1.23 1.23 1.19 △ 0.03 － △ 0.04 －

出典：厚生労働省　国民健康保険事業年報

区分
R3対H29 R3対R2

H29 H30 R1 R2 R3
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大分県国民健康保険運営方針　新旧対照表（素案）　　 (抜粋） ［資料６］

新 旧

　⑵　市町村の一人当たり所得の状況 　⑵　市町村の一人当たり所得の状況
　　　令和３年度の市町村の一人当たり所得の最大値は５６万５千円
　　と平成２９年度以降約６０万円前後で推移しています。一方、最
　　小値は３６万２千円となっており令和元年度以降増加傾向にあり
　　ます。最大値と最小値の差は２０万３千円となっています。

　　　平成２７年度の市町村の一人当たり所得の最大値は４５万７千
　　円と２３年度以降約４７万円前後で推移しています。一方、最小
　　値は３４万３千円となっており増加傾向にあります。最大値と最
　　小値の差は１１万４千円となっており、その差は年々縮小してい
　　ます。

【図24　一人当たり所得の市町村格差の推移】 【図24　一人当たり所得の市町村格差の推移】

一人当たり所得の市町村格差の推移 (単位：千円、％）

差　引 増減率 差　引 増減率
最大値① 626 575 592 548 565 △ 61 △ 9.74 17 3.10

最小値② 345 384 314 361 362 17 4.93 1 0.28

差①－② 281 191 278 187 203 △ 78 △ 27.76 16 8.56

格差①/② 1.81 1.50 1.89 1.52 1.56 △ 0.25 - 0.04 -

出典：厚生労働省　国民健康保険実態調査報告

区分
R3対H29 R3対R2

H29 H30 R1 R2 R3
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大分県国民健康保険運営方針　新旧対照表（素案）　　 (抜粋） ［資料６］

新 旧

　⑶　市町村の保険税収納率の状況 　⑶　市町村の保険税収納率の状況
　　　令和３年度の市町村の保険税収納率の最大値は９９．８４％と
　　と平成２９年度以降ほぼ同じ水準で推移しています。一方、最小
　　値は９４．２１％となっており令和元年度以降増加傾向にありま
　　す。最大値と最小値の差は６ポイントとなっており、その差は令
　　和元年度以降年々縮小しています。

　　　平成２７年度の市町村の保険税収納率の最大値は９８．７４％
　　と２３年度以降ほぼ同じ水準で推移しています。一方、最小値は
　　９１．７３％となっており増加傾向にあります。最大値と最小値
　　の差は７ポイントとなっており、その差は年々縮小しています。

【図25　保険税収納率の市町村格差の推移】 【図25　保険税収納率の市町村格差の推移】

保険税収納率の市町村格差の推移 (単位：％）

H23 H24 H25 H26 H27
差　引 増減率 差　引 増減率

最大値① 98.79 98.98 99.23 98.57 98.74 △ 0.05 △ 0.05 0.17 0.17
最小値② 86.50 88.23 89.39 90.02 91.73 5.23 6.05 1.71 1.90
差①－② 12.29 10.75 9.84 8.55 7.01 △ 5.28 △ 42.96 △ 1.54 △ 18.01
格差①/② 1.14 1.12 1.11 1.09 1.08 △ 0.07 - △ 0.02 -

出典：厚生労働省　国民健康保険事業年報
１．　一般被保険者分と退職被保険者分の合計
２．　現年度分

区分
H27対H23 H27対H26

保険税収納率の市町村格差の推移 (単位：％）

差　引 増減率 差　引 増減率
最大値① 98.96 99.70 99.98 99.62 99.84 0.88 0.89 0.22 0.22

最小値② 92.82 93.45 92.28 93.92 94.21 1.39 1.50 0.29 0.31

差①－② 6.14 6.25 7.70 5.70 5.63 △ 0.51 △ 8.31 △ 0.07 △ 1.23

格差①/② 1.07 1.07 1.08 1.06 1.06 △ 0.01 - △ 0.00 -

出典：厚生労働省　国民健康保険事業年報

　　　　１．一般被保険者分と退職被保険者分の合計

　　　　２．現年度分

区分
R3対H29 R3対R2

H29 H30 R1 R2 R3
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大分県国民健康保険運営方針　新旧対照表（素案）　　 (抜粋） ［資料６］

新 旧

第４章　市町村における保険税の標準的な算定方法及び
        その水準の平準化に関する事項

第４章　市町村における保険税の標準的な算定方法等

３　保険税水準の統一に向けた検討
　⑴　統一に向けた基本的な考え方 （追加）
　⑵　統一の目標年度
　⑶　医療費指数反映係数αの設定
　⑷　標準的な算定方式の設定
　⑸　応能割と応益割の割合の設定（所得係数βの設定）
　⑹　標準的な収納率の設定
　⑺　その他公費等の設定

第５章　県と市町村の歳入・歳出両面における取組 第５章　県と市町村の歳入・歳出両面における取組

２　保険税の徴収の適正な実施 ２　保険税の徴収の適正な実施
　　保険税収入の確保は、市町村国保の安定的な財政運営の大前提と
　なるものであることから、被保険者の納税環境の整備や滞納者対策
　の強化等により、保険税の収入の確保を図ることが必要です。

　　保険税収入の確保は、国保の安定的な財政運営の大前提となるも
　のであることから、被保険者の納税環境の整備や滞納者対策の強化
　等により、保険税の収入の確保を図ることが必要です。

　⑴　目標収納率の設定 　⑴　目標収納率の設定
　　【市町村】 　　【市町村】
　　　本県の保険税収納率は、全国平均よりも高い状況が続いていま
　　すが、保険税収入の更なる確保に向けた取組が引き続き必要です。

　　　本県の保険税収納率は、全国平均よりも高い状況が続いていま
　　すが、保険税収入の更なる確保に向けた取組が引き続き必要です。

　　　滞納状況について様々な観点から要因分析を行い、滞納整理の
　　計画を策定します。計画においては、前年度実績を上回ることを
　　基本として目標収納率を毎年度設定することとします。その値を
　　毎年度策定する「国民健康保険税徴収計画」に記載し、目標達成
　　に向けた取組を推進します。

　　　滞納状況について様々な観点から要因分析を行い、滞納整理の
　　計画を策定します。計画においては、前年度実績を上回ることを
　　基本として目標収納率を毎年度設定することとします。その値を
　　毎年度策定する「国民健康保険税徴収計画」に記載し、目標達成
　　に向けた取組を推進します。

市町村と協議中
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大分県国民健康保険運営方針　新旧対照表（素案）　　 (抜粋） ［資料６］

新 旧

　⑵　収納対策の強化に資する取組 　⑵　収納対策の強化に資する取組
　　ア　納付環境の整備 　　ア　納付環境の整備
　　　【市町村】 　　　【市町村】
　　　　被保険者の納税の利便性向上のため、口座振替の推進をはじ
　　　め、コンビニ納付やキャッシュレス決済の導入といった納付環
　　　境の整備に努めるものとします。

　　　　被保険者の納税の利便性向上のため、口座振替の推進をはじ
　　　め、コンビニ納付やペイジーの導入といった納付環境の整備に
　　　努めるものとします。

（削除） 　　　　※　ペイジー：キャッシュカード等による口座振替での納付
　　イ　滞納者対策 　　イ　滞納者対策
　　　【市町村】 　　　【市町村】
　　　　納期内に納付がない場合、早期に催告を行い早期収納を図る
　　　とともに、休日・夜間の納税相談会等を通じて納付相談機会を
　　　確保します。また、納付に応じない滞納者に対しては、滞納者
　　　の生活・財産状況等に応じて、差押えや捜索の実施などの厳正
　　　な滞納処分を行うことにより、さらなる収納確保に努めます。

　　　　納期内に納付がない場合、早期に催告を行い早期収納を図る
　　　とともに、休日・夜間の納税相談会や、短期被保険者証及び資
　　　格証明書の交付を通じて納付相談機会を確保します。また、納
　　　付に応じない滞納者に対しては、滞納者の生活・財産状況等に
　　　応じて、差押えや捜索の実施などの厳正な滞納処分を行うこと
　　　により、さらなる収納確保に努めます。

　　ウ　職員のスキルアップ 　　ウ　職員のスキルアップ
　　　【市町村】 　　　【市町村】
　　　　国保資格担当職員と保険税税務担当職員が連携を密にし、被
　　　保険者（納税者）に対応します。また、各種研修会や、個人住
　　　民税等の徴収に係る県税務職員の派遣等の機会を通じて、職員
　　　のスキルアップを図るとともに、市町村間で職員の相互併任を
　　　行うことなどにより、徴収事務の効率化を図ります。

　　　　国保資格担当職員と保険税税務担当職員が連携を密にし、被
　　　保険者（納税者）に対応します。また、各種研修会や、個人住
　　　民税等の徴収に係る県税務職員の派遣等の機会を通じて、職員
　　　のスキルアップを図るとともに、市町村間で職員の相互併任を
　　　行うことなどにより、徴収事務の効率化を図ります。

　　　【県・国保連合会】 　　　【県・国保連合会】
　　　　県・国保連合会が連携して、国保資格担当職員と保険税税務
　　　担当職員を対象とした研修会等を開催します。

　　　　県・国保連合会が連携して、国保資格担当職員と保険税税務
　　　担当職員を対象とした研修会等を開催します。

　　エ　所得状況の把握 　　エ　所得状況の把握
　　　【市町村】 　　　【市町村】
　　　　国保資格担当職員と保険税税務担当職員が連携を密にし、被
　　　保険者所得の適正な把握を図るとともに、所得未申告者に対し
　　　て申告を促します。

　　　　国保資格担当職員と保険税税務担当職員が連携を密にし、被
　　　保険者所得の適正な把握を図るとともに、所得未申告者に対し
　　　て申告を促します。
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大分県国民健康保険運営方針　新旧対照表（素案）　　 (抜粋） ［資料６］

新 旧

３　資格管理及び保険給付の適正な実施 ３　資格管理及び保険給付の適正な実施
　　市町村国保財政を支出面から管理するうえで、被保険者の資格管
　理を適正に行うとともに、レセプト点検や第三者行為損害賠償求償
　事務（以下、「第三者求償事務」という。）の取組強化などによる
　保険給付の適正化を推進することが必要です。

　　国保財政を支出面から管理するうえで、被保険者の資格管理を適
　正に行うとともに、レセプト点検や第三者行為損害賠償求償事務（
　以下、「第三者求償事務」という。）の取組強化などによる保険給
　付の適正化を推進することが必要です。

　　　　※第三者求償事務：　被保険者が第三者の不法行為（交通事
　　　　　　　　　　　　　故等）により負傷し、保険による給付を
　　　　　　　　　　　　　受けた場合、市町村は被保険者が第三者
　　　　　　　　　　　　　に対して有する損害賠償請求権を代位取
　　　　　　　　　　　　　得し、第三者に対して損害賠償請求を行
　　　　　　　　　　　　　うことができます。

　　　　※第三者求償事務：　被保険者が第三者の不法行為（交通事
　　　　　　　　　　　　　故等）により負傷し、保険による給付を
　　　　　　　　　　　　　受けた場合、市町村は被保険者が第三者
　　　　　　　　　　　　　に対して有する損害賠償請求権を代位取
　　　　　　　　　　　　　得し、第三者に対して損害賠償請求を行
　　　　　　　　　　　　　うことができます。

　⑴　資格管理の適正化 　⑴　資格管理の適正化
　　【市町村】 　　【市町村】
　　　被保険者の資格取得及び喪失等に関する届出が確実に行われる
　　よう、被保険者や事業所等に対して広報啓発を行うとともに、日
　　本年金機構と連携し、年金情報との突合を行い、医療保険の加入
　　状況を確認することで、市町村国保の資格喪失届を行っていない
　　などの被保険者に対し、手続を促します。

　　　被保険者の資格取得及び喪失等に関する届出が確実に行われる
　　よう、被保険者や事業所等に対して広報啓発を行います。また、
　　日本年金機構と連携し、年金情報との突合を行い、医療保険の加
　　入状況を確認することで、国保の資格喪失届を行っていないなど
　　の被保険者に対し、手続を促します。

　　　また、居所不明被保険者の調査や所得未申告者に対し所得申告
　　を促すとともに、マイナンバーカードと健康保険証の一体化に向
　　けて、資格管理の適正化を図ります。

　　　また、居所不明被保険者の調査や所得未申告者に対し所得申告
　　を促すとともに、国保制度について説明を行い、資格管理の適正
　　化を図ります。

　　【県】 　　【県】
　　　世帯の継続性の判定や高額療養費多数回該当に係る該当回数の
　　通算など、各市町村が同じ判断基準のもとで対応する必要があり
　　ます。このため、市町村からの相談に応じるなど統一的な取扱い
　　ができるよう支援します。

　　　平成３０年度から、県単位の新たな資格管理の仕組みが始まる
　　ことから、世帯の継続性の判定や高額療養費多数回該当に係る該
　　当回数の通算など、各市町村が同じ判断基準のもとで対応する必
　　要があります。このため、市町村からの相談に応じるなど統一的
　　な取扱いができるよう支援します。

　　　また、本人の受診履歴に基づく質の高い医療や医療機関、保険
　　者等における効率的な医療システムの実現に向け、保険者と連携
　　しマイナンバーカードと健康保険証の一体化に務めます。

（追加）
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大分県国民健康保険運営方針　新旧対照表（素案）　　 (抜粋） ［資料６］

新 旧

４　健康寿命の延伸・医療費適正化に向けた取組 ４　健康寿命の延伸・医療費適正化に向けた取組
　　国保の安定的な財政運営にあたり、健康寿命の延伸及び医療費適
　正化の観点から、保険者努力支援制度を活用した予防・健康づくり
　や重症化予防などの取組を強力に推進する必要があります。
　　取組に当たっては、データヘルス計画等に基づき、ＰＤＣＡサイ
　クルに沿って効率的かつ効果的な事業を実施します。また、庁内横
　断的な連携や、医師会・歯科医師会・薬剤師会・看護協会・栄養士
　会といった関係団体との連携を進めるとともに、保険者協議会の積
　極的な活用を図ります。

　　国保の安定的な財政運営にあたり、健康寿命の延伸及び医療費適
　正化の観点から、保険者努力支援制度を活用した予防・健康づくり
　を強力に推進します。取組に当たっては、庁内横断的な連携や、医
　師会・歯科医師会・薬剤師会といった関係団体との連携を進めると
　ともに保険者協議会の積極的な活用を図ります。

　　具体的には、特定健康診査・特定保健指導の実施率の向上や、生
　活習慣病の発症・重症化予防による被保険者の健康の保持増進、後
　発医薬品等の使用促進や重複服薬の是正などの医薬品の適正使用の
　推進などによる医療の効率的な提供の推進が必要です。

　　具体的には、第２期データヘルス計画及び特定健康診査等実施計
　画に基づく特定健康診査や特定保健指導の実施率の向上や、糖尿病
　性腎症等の生活習慣病の発症・重症化予防による住民の健康の保持
　増進、重複服薬の是正、後発医薬品の使用促進などの取組を充実強
　化する必要があります。

　　　※１　データヘルス計画：　特定健康診査・レセプト等のデー
　　　　　　　　　　　　　　　タの分析、それに基づく加入者の健
　　　　　　　　　　　　　　　康保持増進のための事業計画。第２
　　　　　　　　　　　　　　　期（平成３０～３５年度）計画の最
　　　　　　　　　　　　　　　終評価を踏まえ、第３期（令和６～
　　　　　　　　　　　　　　　１１年）計画を策定

　　　※１　特定健康診査：　生活習慣病の発症及び重症化予防を目
　　　　　　　　　　　　　的に４０歳～７４歳の被保険者に対して
　　　　　　　　　　　　　実施する健康診査

　　　　２　特定健康診査：　４０歳～７４歳の被保険者に対して、
　　　　　　　　　　　　　生活習慣病の発症及び重症化予防を目的
　　　　　　　　　　　　　にメタボリックシンドロームに着目して
　　　　　　　　　　　　　実施する健康診査

　　　　２　特定保健指導：　特定健康診査により対象となった方に
　　　　　　　　　　　　　対する生活習慣を改善するための保健指
　　　　　　　　　　　　　導

　　　　３　特定保健指導：　特定健康診査の結果、健康の保持に努
　　　　　　　　　　　　　める必要がある者に対して、生活習慣を
　　　　　　　　　　　　　改善するために実施する保健指導

　　　　３　後発医薬品：　先発医薬品の特許終了後に、先発医薬品
　　　　　　　　　　　　と品質・有効性・安全性が同等であるもの
　　　　　　　　　　　　として厚生労働大臣が製造販売の承認を行
　　　　　　　　　　　　っている医薬品

　　　　４　後発医薬品：　先発医薬品の特許終了後に、先発医薬品
　　　　　　　　　　　　と品質・有効性・安全性が同等であるもの
　　　　　　　　　　　　として厚生労働大臣が製造販売の承認を行
　　　　　　　　　　　　っている医薬品

　　　　４　データヘルス計画：　特定健康診査・レセプト等のデー
　　　　　　　　　　　　　　　タの分析、それに基づく加入者の健
　　　　　　　　　　　　　　　康保持増進のための事業計画第２期
　　　　　　　　　　　　　　　計画（平成３０～３５年度）の中間
　　　　　　　　　　　　　　　評価を令和２年度に実施
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大分県国民健康保険運営方針　新旧対照表（素案）　　 (抜粋） ［資料６］

新 旧

　⑴　第３期データヘルス計画に基づくデータヘルスの推進 　⑴　第２期データヘルス計画に基づくデータヘルスの推進
　　【市町村】 　　【市町村】
　　　市町村は、被保険者の立場に立って、健康の保持増進を図り、
　　もって生活習慣病の発症や重症化を予防する役割が期待されてい
　　ることから、被保険者の自主的な健康増進及び疾病予防の取組を
　　支援し、被保険者や地域の特性に応じたきめ細かい保健事業を実
　　施します。

　　　保険者は、被保険者の立場に立って、健康の保持増進を図り、
　　もって生活習慣病の発症や重症化を予防する役割が期待されてお
　　り、被保険者や地域の特性に応じたきめ細かい保健事業を実施し
　　ます。

　　　保健事業の効果的かつ効率的な推進を図るため、第３期データ
　　ヘルス計画に基づき、健診・医療・介護データ等を活用した分析
　　を行い、明らかになった各市町村の取組課題に対してＰＤＣＡサ
　　イクルに沿って事業の企画・運営を行います。

　　　令和２年度に実施した第２期データヘルス計画の中間評価を踏
　　まえ、健診・医療・介護データ等を活用した分析を行い、明らか
　　になった各市町村の取組課題に対してＰＤＣＡサイクルに基づく
　　事業の企画・運営を行うことで、保健事業の効果的かつ効率的な
　　推進を図ります。

　　【県】 　　【県】
　　　関係者が健康課題や取組の方向性について共通の認識を持ち、
　　効果的かつ効率的な保健事業を推進するため、データヘルス計画
　　の標準化に取組みます。

（追加）

　　　第３期計画では、共通の評価指標を設定し、ＰＤＣＡサイクル
　　に基づく保健事業を推進します。また、共通の計画様式等を活用
　　し、効果的かつ標準的な実施方策等を共有し、保健事業の質の向
　　上や効率的な実施につなげます。
　　　また、保険者努力支援制度を活用し、市町村が実施する保健事
　　業の更なる推進に資する基盤整備、市町村の現状把握・分析、人
　　材の確保・育成事業、データ活用により予防・健康づくりの質の
　　向上を図る事業及びモデル事業等により、市町村の取組を支援し
　　ます。

　　　保険者努力支援制度を活用し、市町村が実施する保健事業の更
　　なる推進に資する基盤整備、市町村の現状把握・分析、人材の確
　　保・育成事業、データ活用を目的として実施する事業及びモデル
　　事業等により、市町村の予防・健康づくりを広域的かつ自治体に
　　応じた取組を推進します。

　　【県・国保連合会】 　　【県・国保連合会】
　　　市町村の保健事業の円滑な推進を図るため、健診・医療・介護
　　データ等の有効活用や医療費分析、効果的な保健事業の実施につ
　　いて助言・支援を行います。
　　　また、各市町村等に導入されている国保データベース（ＫＤＢ）
　　システムや保険者データヘルス支援システム等を効果的に活用す
　　るための基盤整備や研修会の開催等を通じた人材育成に努めます。

　　　市町村の保健事業の円滑な推進を図るため、健診・医療・介護
　　データ等の有効活用や医療費分析、効果的な保健事業の実施につ
　　いて助言・支援を行うとともに、研修会の開催等を通じた人材育
　　成に努めます。

　　【国保連合会】 　　【国保連合会】
　　　健診・医療・介護データの管理を担っていることから、各デー
　　タの連結による分析を行うとともに市町村へ情報提供し、効果的
　　な保健事業の推進を支援します。

　　　健診・医療・介護データの管理を担っていることから、各デー
　　タの連結による分析を行うとともに市町村へ情報提供し、効果的
　　な保健事業の推進を支援します。
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大分県国民健康保険運営方針　新旧対照表（素案）　　 (抜粋） ［資料６］

新 旧

　⑵　特定健康診査・特定保健指導の実施率の向上 　⑵　特定健康診査・特定保健指導の促進
　　【市町村】 　　【市町村】
　　　多くの被保険者が受診できるよう健診機会を増やすとともに、
　　関係団体と連携した取組や、行動分析に基づく未受診者の特性等
　　に応じた適切な受診勧奨などの取組を通じて、特定健康診査及び
　　特定保健指導の実施率の向上を図ります。

　　　多くの被保険者が受診できるよう健診機会を増やすとともに、
　　医療機関との連携や、行動分析等に基づく未受診者の行動パター
　　ン等に応じた適切な受診勧奨などの取組を通じて、特定健康診査
　　及び特定保健指導の実施率の向上を図ります。

　　　また、研修等により特定保健指導の質の向上に努めるとともに、
　　情報通信技術（ＩＣＴ）を活用するなど対象者に応じた効果的な
　　保健指導の実施に努めます。

　　　また、研修の開催等により特定保健指導の質の向上に努めます。

　　【県】 　　【県】
　　　各市町村の特定健康診査等の実施率向上に向けた取組等の実施
　　状況を把握し、実施率向上に関する取組の好事例の横展開を行い、
　　各市町村の取組を支援します。

　　　特定健診等の受診に向けた個別勧奨や普及啓発の徹底などの効
　　果的な取組を進めることで、全市町村の受診率向上に向けた支援
　　を行います。

　　【県・国保連合会】 　　【県・国保連合会】
　　　市町村保健事業担当職員の資質向上を目的とした研修会を開催
　　するとともに、特定健康診査等の実施率向上に向けて、特に、受
　　診率の低い壮年期・中年期等の被保険者に焦点化した受診勧奨に
　　係る広報・普及啓発を徹底します。

　　　市町村保健事業担当職員の資質向上を目的とした研修会を開催
　　するとともに、特定健康診査等の実施率向上に向けて、特に、受
　　診率の低い壮年期・中年期等の被保険者に焦点化した受診勧奨に
　　係る広報・普及啓発を徹底します。
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大分県国民健康保険運営方針　新旧対照表（素案）　　 (抜粋） ［資料６］

新 旧

　⑶　生活習慣病の重症化予防の推進 　⑶　糖尿病性腎症等の生活習慣病重症化予防の推進
　　【市町村】 　　【市町村】
　　　健診、医療、介護データ等により、地域特性や医療費の傾向等
　　の分析を行うとともに、被保険者のニーズを把握し、優先順位や
　　地域の健康課題を明らかにした上で、効果的かつ効率的な生活習
　　慣病の重症化予防を推進します。

　　　健診、医療、介護データ等により、地域特性や医療費の傾向等
　　の分析を行うとともに、被保険者のニーズを把握し、優先順位や
　　地域の健康課題を明らかにした上で、効果的かつ効率的な生活習
　　慣病の重症化予防を推進します。

　　　また、特定健診結果等により医療機関への早期受診が必要な被
　　保険者や治療中断者への受診勧奨を適切に行います。

　　　また、特定健診結果等により医療機関への早期受診が必要な被
　　保険者や治療中断者への受診勧奨を適切に行います。

　　　また、かかりつけ医、地域における糖尿病診療の窓口となる「
　　おおいた糖尿病相談医」、大分大学医学部附属病院に開設した「
　　糖尿病性腎症重症化予防専門外来」等の専門機関、県や保険者協
　　議会等関係者等と連携して糖尿病性腎症等をはじめとする生活習
　　慣病重症化予防に取り組みます。

　　　また、かかりつけ医、地域における糖尿病診療の窓口となる「
　　おおいた糖尿病相談医」、大分大学医学部附属病院に開設した「
　　糖尿病性腎症重症化予防専門外来」等の専門機関、県や保険者協
　　議会等関係者等と連携して糖尿病性腎症等をはじめとする生活習
　　慣病重症化予防に取り組みます。

　　【県】 　　【県】
　　　糖尿病等の合併症の発症や重症化による新規人工透析の導入を
　　回避するため、糖尿病関係団体で構成される「大分県糖尿病対策
　　推進会議（事務局：大分県医師会）」、「大分県糖尿病性腎症重
　　症化予防効果検討会議（事務局：大分県）」等と連携し、県（関
　　係課・保健所）として、市町村の糖尿病性腎症など腎機能の低下
　　に着目した重症化予防に係る取組（保健指導、未治療者や治療中
　　断者への受診勧奨等）を支援します。

　　　糖尿病の合併症の発症や重症化による新規人工透析の導入を回
　　避するため、糖尿病関係団体で構成される「大分県糖尿病対策推
　　進会議（事務局：大分県医師会）」、「大分県糖尿病性腎症重症
　　化予防効果検討会議（事務局：大分県）」等と連携し、県（関係
　　課・保健所）として、市町村の糖尿病性腎症重症化予防事業を支
　　援します。

　　　また、大分県、大分県医師会、国立大学法人大分大学との間で
　　締結した「大分県糖尿病性腎症及び慢性腎臓病の重症化予防に係
　　る連携協定」に基づき、大分大学医学部附属病院の「糖尿病性腎
　　症重症化予防専門外来」の運営を支援するなど、引き続き、被保
　　険者の個別支援の強化に向けた医療機関と市町村、かかりつけ医
　　と専門医等の連携による支援体制を整えます。

　　　また、大分県、大分県医師会、国立大学法人大分大学との間で
　　締結した「大分県糖尿病性腎症及び慢性腎臓病の重症化予防に係
　　る連携協定」に基づき、大分大学医学部附属病院の「糖尿病性腎
　　症重症化予防専門外来」を開設・支援するなど、引き続き、被保
　　険者の個別支援強化に向けた医療機関と市町村等の連携による支
　　援体制を整えます。

（削除）
　　　更に、糖尿病性腎症未受診者や治療中断者への受診勧奨の取組
　　を進め、対象者の医療機関への早期受診と適切な治療継続を支援
　　します。

　　【国保連合会】 　　【国保連合会】
　　　糖尿病性腎症の病期分類（進行度）別の対象者抽出を行い、市
　　町村へ情報提供し、市町村の重症化予防の取組を支援します。

　　　糖尿病性腎症の病期分類（進行度）別の対象者抽出を行い、市
　　町村へ情報提供し、市町村の重症化予防の取組を支援します。
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大分県国民健康保険運営方針　新旧対照表（素案）　　 (抜粋） ［資料６］

新 旧

　⑷　高齢者の特性に応じた保健事業の実施
　　【市町村】
　　　国保の特定健康診査や特定保健指導等の実施が介護予防にも大
　　きな役割を果たすことから、介護関係者等と連携した事業を推進
　　します。
　　　また、高齢者のフレイル予防等の観点から、健診・医療データ
　　等により前期高齢者のハイリスク者等の現状を把握し、介護予防
　　と連携した一体的な取組等を推進します。

（追加）

　　【県】
　　　国民健康保険の被保険者全体に占める前期高齢者（65～74歳）
　　の割合が増加していることをふまえ、高齢者の心身の機能の低下
　　等による疾病予防等に関する好事例の情報提供などの横展開によ
　　り、各市町村の効果的な取組を支援します。
　⑸　地域全体の健康づくりの推進 　⑷　健康教育の推進
　　【市町村】 　　【市町村】
　　　地域全体の健康の保持増進に向けて、運動習慣、食習慣、歯の
　　健康の保持などの生活習慣に着目した普及啓発やライフステージ
　　を通じた健康づくりを推進します。

　　　保育所や認定こども園、幼稚園、小中学校等と連携し、子ども
　　の頃からの健康づくりを推進します。

　　【県】 　　【県】
　　　健診・医療データ等の分析結果を活用し、地域全体の健康状態
　　の見える化に努めるとともに、関係部局や保険者協議会等と連携
　　し、生活習慣の改善に向けた普及啓発等を行います。

　　　教育委員会等関係機関と連携し、子どもの頃からの健康づくり
　　についての広報を行います。
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大分県国民健康保険運営方針　新旧対照表（素案）　　 (抜粋） ［資料６］

新 旧

　⑹　重複・頻回受診、重複・多剤服薬の是正 　⑸　重複・頻回受診、重複服薬の是正
　　【市町村】 　　【市町村】
　　　適正な受診への意識づけを行うため、被保険者に定期的に医療
　　費の額等を通知します。また、レセプトデータの分析により、重
　　複・頻回受診、重複・多剤服薬の対象者を選定し、訪問による相
　　談や、「お薬相談」等の勧奨通知、「お薬手帳」の活用を促すな
　　どの取組を実施します。

　　　適正な受診への意識づけを行うため、被保険者に定期的に医療
　　費の額等を通知します。また、レセプトデータの分析により、重
　　複・頻回受診、重複・多剤服薬の対象者を選定し、訪問による相
　　談や、「お薬相談」等の勧奨通知、「お薬手帳」の活用を促すな
　　どの取組を実施します。

　　【県】 　　【県】
　　　重複・多剤服薬に係るレセプトデータの分析と医師会・薬剤師
　　会との連携による「お薬相談」等の勧奨通知等の好事例を横展開
　　し、効果的な取組を全県的に進めるとともに、「一冊のお薬手帳」
　　の活用を促すための普及啓発の徹底に向けて取り組みます。

　　　重複服薬に係るレセプトデータの分析と医師会・薬剤師会との
　　連携による「お薬相談」等の勧奨通知等の好事例を横展開し、効
　　果的な取組を全県的に進めるとともに、「一冊のお薬手帳」の活
　　用を促すための普及啓発の徹底に向けて取り組みます。

　　【県・国保連合会】 　　【県・国保連合会】
　　　事業の円滑な推進を図るため、レセプトデータ等の活用スキル
　　の向上に向け、市町村への個別支援を実施するとともに、好事例
　　の情報提供などの横展開により、事業の円滑な推進を図ります。

　　　事業の円滑な推進を図るため、レセプトデータ等の活用スキル
　　の向上に向け、市町村への個別支援を実施するとともに、好事例
　　の情報提供などの横展開により、事業の円滑な推進を図ります。

　　【国保連合会】 　　【国保連合会】
　　　レセプトデータ等の管理を担っていることから、市町村へ情報
　　提供し、効率的な保健指導の推進を支援します。

　　　レセプトデータ等の管理を担っていることから、市町村へ情報
　　提供し、効率的な保健指導の推進を支援します。

　⑺　後発医薬品及びバイオ後続品の使用促進 　⑹　後発医薬品の使用促進
　　【市町村】 　　【市町村】
　　　被保険者に対し後発医薬品への切替効果を知らせる医療費差額
　　通知や、後発医薬品希望カードの配布などにより、後発医薬品の
　　使用促進を図ります。

　　　被保険者に対し後発医薬品への切替効果を知らせる医療費差額
　　通知や、後発医薬品希望カードの配布などにより、後発医薬品の
　　使用促進を図ります。

　　【県】 　　【県】
　　　後発医薬品等の使用を促進するため、大分県保険者協議会や大
　　分県後発医薬品安心使用促進協議会等の関係者と連携しながら被
　　保険者及び医療関係者の理解促進を図ります。

　　　後発医薬品の使用を促進するため、大分県保険者協議会や大分
　　県後発医薬品安心使用促進協議会等の関係者と連携しながら被保
　　険者及び医療関係者の理解促進を図ります。

　　　また、フォーミュラリについて、医療機関や関係団体等への周
　　知や運用を推進します。

（追加）

　⑻　高医療費市町村 　⑺　高医療費市町村
　　【県、市町村】 　　【県、市町村】
　　　高医療費市町村における医療費分析を実施し、医療費適正化に
　　向けた取組を支援、実施します。

　　　国民健康保険法第８２条の２第４項に基づき、高医療費市町村
　　における医療費分析を実施し、医療費適正化に向けた取組を支援、
　　実施します。

　　　※　高医療費市町村：　医療費の地域差指数を算出し、災害な
　　　　　　　　　　　　　ど特別な事情を勘案してもなお、医療費
　　　　　　　　　　　　　が著しく高いと県が認定した市町村

　　　※　高医療費市町村：　医療費の地域差指数を算出し、災害な
　　　　　　　　　　　　　ど特別な事情を勘案してもなお、医療費
　　　　　　　　　　　　　が著しく高いと県が認定した市町村
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大分県国民健康保険運営方針　新旧対照表（素案）　　 (抜粋） ［資料６］

新 旧

５　市町村国保事業の標準的、広域的及び効率的な運営の推進 ５　市町村国保事業の広域的及び効率的な運営の推進
　　被保険者や医療機関等の利便性向上を図るとともに、市町村にお
　ける事務の効率化や経費の節減につなげるため、市町村国保事業に
　係る標準化や広域化、共同化を推進することが必要です。

　　被保険者や医療機関等の利便性向上を図るとともに、市町村にお
　ける事務の効率化や経費の節減につなげるため、市町村国保事業に
　係る標準化や広域化、共同化を推進することが必要です。

　　また市町村は、地方公共団体情報システムの標準化に関する法律
　（令和３年法律第40号）に基づき、令和７年度末までに同法に規定
　する標準化基準に適合するシステムの利用が義務付けられておりま
　す。既に全市町村が導入している国保の「市町村事務処理標準シス
　テム」についても、この標準化基準に対応してガバメントクラウド
　に実装し、順次、機能を追加していくことが必要です。

（追加）

　⑴　標準化 　⑴　標準化
　　【標準的なモデルを作成し、市町村がそのやり方に合わせる】 　　【標準的なモデルを作成し、市町村がそのやり方に合わせる】
　　　次の項目について、県が標準的な取扱いを定めるとともに、市
　　町村は標準案を基本に事務の標準化を検討します。

　　　次の項目について、県が標準的な取扱いを定めるとともに、市
　　町村は標準案を基本に事務の標準化を検討します。

　　ア　被保険者証の様式、有効期限及び更新時期等 　　ア　被保険者証の様式、有効期限及び更新時期等
　　イ　療養費の支給基準 　　イ　療養費の支給基準
　　ウ　高額療養費の申請手続及び支給 　　ウ　高額療養費の申請手続及び支給
　　エ　第三者求償の対象者把握 　　エ　第三者求償の対象者把握
　　オ　葬祭費及び出産育児一時金の支給 　　オ　葬祭費及び出産育児一時金の支給
　　カ　被保険者一部負担金の減免基準 　　カ　被保険者一部負担金の減免基準
　　キ　保険税の減免基準 　　キ　保険税の減免基準
　⑵　広域化 　⑵　広域化
　　【市町村がそれぞれ実施している事務について、広域的に実施す
　　　る】

　　【市町村がそれぞれ実施している事務について、広域的に実施す
　　　る】

　　　次の項目について、広域的な実施を検討します。 　　　次の項目について、広域的な実施を検討します。
　　ア　被保険者への広報 　　ア　被保険者への広報
　　イ　特定健康診査（個別）受診機関の拡大 　　イ　特定健康診査（個別）受診機関の拡大
　　ウ　不正利得の回収 　　ウ　不正利得の回収
　⑶　共同化 　⑶　共同化
　　【市町村が個別に発注している契約等について、共同実施する】 　　【市町村が個別に発注している契約等について、共同実施する】
　　　次の項目について、市町村が県及び国保連合会と協力して、共
　　同化（共同実施）を検討します。

　　　次の項目について、市町村が県及び国保連合会と協力して、共
　　同化（共同実施）を検討します。

　　ア　被保険者証の印刷 　　ア　被保険者証の印刷
　　イ　医療費及び後発医薬品差額の通知 　　イ　医療費及び後発医薬品差額の通知
　　ウ　市町村等職員に対する研修会 　　ウ　市町村等職員に対する研修会
　　エ　啓発用リーフレットの購入 　　エ　啓発用リーフレットの購入
　　オ　県から審査支払機関への直接払い 　　オ　県から審査支払機関への直接払い
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